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一般競争入札公告 

令和 ７年１１月１７日 

社会福祉法人シャロ－ム埼玉 

理事長 木村 友紀 

 

社会福祉法人シャロ－ム埼玉の発注する「グループホーム増設工事」について、下記のとおり一般競争

入札を公告します。 

 

記 

 

１．入札対象工事概要 

( 1 ) 工 事 名 称   社会福祉法人シャロ－ム埼玉グループホーム増設工事 

( 2 ) 工 事 場 所  埼玉県坂戸市大字新堀字毛地 7 番 5、10 番 

( 3 ) 工 事 種 別  新築工事 

( 4 ) 工 事 内 容  建物新築にかかる建築工事及び外構整備工事 

( 5 ) 工 事 期 間  契約日から令和８年３月２５日まで（予定）。ただし、補助金の繰り越しが認めら

れた場合には、工期について受任者と調整を行う。 

( 6 ) 建 物 概 要  構造規模：木造平家建 

建物用途：老人ﾎｰﾑ（認知症対応型共同生活介護地域密着型福祉施設）  

敷地面積：1,178.20 ㎡（実測面積） 

建築面積：312.47 ㎡ 

延床面積：295.08 ㎡ 

 

２．入札方法等 

( 1 ) 入  札  方  法  一般競争入札 

( 2 ) 入 札 予 定 価 格 事後公表 

( 3 ) 最 低 制 限 価 格 事後公表 

( 4 ) 入 札 保 証 金 無（免除） 

( 5 )  設  計  額   155,830,000 円（税抜き） 

 

 

３．入札参加資格等 

（１）地方自治法施行令第 1 6 7 条の 4 の規定に該当しない者。 

（２）会社更生法（平成 1 4 年法律第 1 5 4 号）に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者、又

は民事再生法（平成 1 1 年法律第 2 2 5 号）に基づき再生手続開始の申し立てがなれている者につい

ては、更生手続又は再生手続開始決定日を審査基準日とした経営事項審査の再審査を受けた後、埼玉

県知事が別に定める競争入札参加資格の再審査を受けていること。 

（３）令和７・８年度坂戸市競争入札参加資格者名簿において「建築工事業」で登録しており、「建築一式
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工事」の受注を希望している単体企業（共同企業体は不可）で、次の条件をみたした事業者。 

  ① 建築工事業の格付けがＡ級であること。ただし坂戸市に対して契約権限を有する営業所（本店含

む）を坂戸市内に有する場合は、Ｂ級である者も可とする。 

（４）本公告の公告日から落札決定までの期間に、坂戸市の締結する契約からの暴力団排除措置要綱（平

成８年坂戸市告示第７５号）に基づく指名除外措置を受けていない者であること。 

（５）坂戸市の締結する契約に係る指名停止措置要綱（平成８年坂戸市告示第２７号）に基づく指名停止

措置を受けていない者であること。 

（６）入札参加募集要項の公告の日から入札を実施する日までの期間で、建設業法による営業停止などの

処分を受けていない者。 

（７） 当法人の理事が役員をしている法人ではない者。 また、対象工事にかかる設計業務の受注者でな

く、当該受注者と資本または人事面で関連がない者。 

 

４．一般競争入札参加資格確認申請書の提出 

（１）受  付 日 令和  ７年 １１月 ２１日 （金）から １１月２５日（火）まで 

（２）受付時間 ９時から１６時まで（時間厳守） 

 

（３）提出書類 ① 一般競争入札参加資格等確認申請書 （様式有） 

② 一般競争入札参加資格等確認資料 （様式有） 

③ 会社案内・会社経歴書 

④ 建設業許可証明証の写し 

⑤ 建築工事業について、令和 6 年 5 月 31 日以降の日を審査基準日とする建築業法 

（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査を 

受けていることが確認できる総合評定通知書 

⑥ 令和 7・8 年度坂戸市競争入札参加資格者名簿に係る建築工事業の格付けを 

証する書類 

⑦ 配置予定技術者の資格を証する書類の写し 

※  書式は、問合せ先に電子メールにて請求して下さい 

（４）提出方法 持参のみ（事前連絡必須 ）1 部提出 

（５）提 出 先 社会福祉法人 シャローム埼玉内 

〒350-0226 埼玉県坂戸市大字新堀１－１ 

電話：049-282-4590 

FAX：049-282-2180 

E-mail ：shalom7h@nifty.com 

担当者：木村友紀 

※なお、提出書類は返却いたしません。 

（６） 問合せ先 上記に同じ 
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５．一般競争入札参加資格確認通知及び設計図書等の配布 

（１）入札参加資格確認審査後、参加資格の有無について書面にて通知します。 

（２）入札参加資格が有と確認された業者には、設計図書等「入札説明書、入札書等書式、図面・仕様書 

(CD-ROM) 」を郵送にて配布します。（現場説明は行いません ） 

（３） 配布した図面・仕様書（CD-ROM）は入札日に持参し返却してください。 

（４） 質疑書の原本は、押印の上入札日に提出してください。 

 

６．入札日程等 

（１）公 告 日 令和 ７年 １１月１７日（月） 

（２）参加申込締切日    令和 ７年 １１月２０日（木）  １６：００まで 

（３）設計図書等配布日 入札参加資格確認後随時 

（４）質疑書提出日時 令和 ７年 １１月２７日（木）～１２月１０日（水） 

（５）質 疑 回 答 日 時 令和 ７年 １２月１１日（木） １６：００まで 

（６）入 札 日 令和 ７年 １２月１９日（金） １４：００ 即日開札 

 ※入札場所、質疑書提出先、時間等については入札説明書により通知 

 

 

７．落札者の決定 

（１）予定価格の範囲内かつ最低制限価格以上で入札した者の内、最低価格で入札した者を落札者とする。 

   ただし、見積書の内容を当法人と設計事務所が図面の内容と比較して積算内容が適正（積算漏れがな

いか等）と認められた業者とする。 

   なお、最低価格で落札した落札者であっても見積書の内容が不備であった場合は、落札失格とするこ

とができる。その場合は順次最安の事業者の見積書を精査し適正と認められた業者とする。 

   失格となった業者へはその理由を文書にて通知する。  

（２）予定価格の範囲内かつ最低制限価格以上で入札した者がいない場合は、再度入札を実施する。 

 なお、初度入札で最低制限価格に満たない者は再度入札に参加できないものとする。 

（入札は２回まで実施するものとする ） 

（３）上記（２）によっても落札者がいない場合は、次の①及び②の場合に限り、下記４条件を順守したう

えで、交渉による随意契約を行うものとする。 

① 最低価格で入札した者に随意契約の意思がある場合（最低価格で入札した者に随意契約の意思が

ない場合は順次、次に低い価格で入札した者を対象とする） 

②再度入札において、入札に応じる者が１社のみとなった場合 

条件１：随意契約であっても契約額は予定価格の範囲内かつ最低制限価格以上であること。 

条件２：交渉の過程で予定価格を明らか にすることは認められないこと。 

条件３：入札に当たっての条件等を変えることは認められないこと。 

条件４：契約額が確定した場合は、その内容を書面にし、事業者及び業者が署名捺印をすること。 

（４）落札者とすべき同額の入札をした者が２以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定するものと

する。（くじ引きの方法は棒引きで順位を決め、本引きとする ） 
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８．入札にあたっての注意事項 

（１）代理人をして入札させる場合は、委任状を提出すること。本人である場合は名刺を提出する。 

（２）落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に、当該金額の１００分の１０に相当する額を加

算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札

価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

（３）入札を辞退するときは、入札辞退届により申し出ること。 

（４）入札参加にあたっては、入札書と同時に「入札金内訳書」を提出すること。 

（５）入札回数は２回を限度とする。なお、応札業者が１社の場合、入札を執行しない 。ただし、再入札

の場合は、この限りではない。 

（６）談合等不正行為を行わない旨の誓約書を入札当日に提出すること。 

（７）入札にあたっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号、

以下「独占禁止法」 という。）等に抵触する行為を行わないこと。 

（８）下記の各事項に該当する入札は無効とする。 

① 入札に参加する資格のない者がした入札 

② 郵便、電報、電話及びファクシミリにより入札書を提出した者がした入札 

③ 談合その他不正行為があったと認められる入札 

④ 虚偽の一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者がした入札 

⑤ 次に掲げる入札をした者がした入札 

ア．入札書の押印のないもの 

イ．記載事項を訂正した場合においては、その箇所に押印のないもの 

ウ．押印された印影が明らかでないもの 

エ．記載すべき事項の記入のないもの、又は記入した事項が明らかでないもの 

オ．代理人で委任状を提出しない者がしたもの 

力．他人の代理を兼ねた者がしたもの 

キ. ２以上の入札書を提出した者、又は２以上の者の代理をした者がしたもの 

⑥  前各項目に定めるもののほか、その他公告に示す事項に反した者がした入札 

（９）その他 

① 公正に入札執行が出来ない状態に陥った場合、入札を執行しないことがあること 

② 一度提出した入札書の書換え、引換え又は撤回することはできないこと 

③ 入札は当法人の理事、監事等の立ち合い によるものとすること 

④ 県から指摘や指示があった場合、それに従うこととする 

 

９．契約方法等 

（１）様式契約に関する細目は民間（旧四会）連合協定工事請負契約約款に準拠する（必要に応じて補正

を行うこと）。 

（２）「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」第１３条第１項の主務省令
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で定める事項について、書面に記載し契約書に添付すること。 

（３）契約保証金の徴収は免除する。 

（４）工事履行保証措置は、工事履行保証保険（工事請負額の１０分の１以上の金額を保証）によること

とし、工事完成保証人制度は採用しない。 

（５）契約の履行については、発注者及び監理者の指示に従うとともに、県等から指導があった場合には

これに従うこと。 

（６）一括下請負契約を行わないこと。 

（７）本契約の締結は当法人の理事会で承認を受けた後１週間以内とし、１週間以内に契約の締結ができ

ない場合は、契約の意思がないものと見なし、２番目に低価格で入札した業者と契約することがで

きる。 

（８）消費税の免税業者は、事前に証する書面を届け出ること。 

（９）請負代金の支払時期に関しては、特別養護老人ホーム等整備促進事業費県費補助金等による交付時

期及び独立行政法人福祉医療機構等借入金の交付時期に合わせるものとすること。  

支払予定：契約時………………工事契約金額の２０％（現金振込） 

（ただし令和７度末時点で工事契約金額の２０％以上の出来高を条件とする） 

令和７年度末………残金（現金振込） 

上記を目安として協議の上決定する。 

（１０）その他詳細事項については、入札説明書等により別に定める通りとする。 


